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伊藤忠商事株式会社との資本提携に関するお知らせ 
 

タワーレコード株式会社（代表取締役社長 森脇明夫、本社 東京都品川区、以下タワーレコード）

は、伊藤忠商事株式会社（代表取締役社長 小林栄三、本社 東京都港区、以下伊藤忠）との間で資本提
携を行い、伊藤忠はタワーレコードの既存株主より、発行済株式の約 10％を譲受けにより取得しました。 

音楽業界では現在、CDや DVDなど、従来のパッケージ商品以外にも新たな音楽商品が次々と誕生
しそのシェアを拡大しています。両社は既存の音楽ソフト販売ビジネスのみならず、次世代の音楽ビジ

ネスの発展を目指すべく、今回の提携に至りました。 

タワーレコードの音楽流通小売 NO.1 としての実績やユーザーに対する影響力と、伊藤忠グループ
の総合力とを融合し、両社は音楽業界の活性化と、昨今の音楽ソフト販売ビジネスの多様化に柔軟に対

応することを目指します。 

 
なお、伊藤忠によるタワーレコードの株式取得の要領は以下のとおりです。 

 

 

記 

 
（1）異動前の所有株式数        0株 

（2）異動株式数          7,500株（所有割合 10.27％） 

（3）異動後の所有株式数      7,500株  

（4）株式異動の実行日              平成16年11月17日 

（5）譲受価格           2,475百万円 

 
 
 
 
◆本件に関するお問い合わせ先 
タワーレコード株式会社 広報グループ 木田・古見 

TEL：03-3496-5009  Email：press@tower.co.jp 
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タワーレコード株式会社 
会社名    タワーレコード株式会社 / TOWER RECORDS JAPAN INC. 
創立      1979年 8月 
設立     1981年 12月 
資本金    34億円 
事業内容      音楽ソフト、映像ソフトおよびこれらの付属品ならびに楽譜、ポスター・書籍等の 
        輸出入・卸・販売。同オンラインでの販売。楽曲および著作物の著作権管理。 
        楽譜の製作、出版および販売。楽曲の原盤の製作および広告宣伝。 
代表者    代表取締役社長 森脇 明夫  

取締役 CFO CAO 上野 頼広 
取締役 兼 執行役員 西尾 靖  
執行役員 野村 佳史  
執行役員 杉山 武志 

       執行役員 嶺脇 育夫 
       執行役員 水谷 允久 
       執行役員 中原 文夫 
従業員数   2,097名 （うち正社員 413名） 
沿革     1979年、アメリカのMTS社の日本支社としてスタートし、1981年に日本法人タワーレ

コード株式会社となる。2002年 10月、MBOによる独立、新体制を発表。日本国内に 68
の直営店舗「タワーレコード」とカフェ＆セレクトショップの新形態店舗「TOWER 
CAFE」を展開。また株式会社ウェィヴをグループ化し、ウェィヴ店舗として 30 店舗を
展開している。 
また、E コマースサイト「@TOWER.JP」、音楽情報サイト「bounce.com」、総合音楽情
報携帯サイト「TOWER MOBILE」の運営、発行部数 40万部の『bounce』、発行部数 5
万部の『intoxicate』、発行部数 20万部の『TOWER』などフリーマガジンの発行を株式
会社NMNLを通じて行なう。 

 

 

伊藤忠商事株式会社 
会社名    伊藤忠商事株式会社 
創業     1858年 
設立     1949年12月1日 
資本金    約2,022億円 
代表者    代表取締役社長 小林 栄三 
従業員数   4,168名 
会社概要   伊藤忠商事株式会社は、1858年創業時の繊維の輸出入・卸売りを中心とする事業形態か

ら、現在では、生活消費関連、IT関連、資源開発、金融サービスに至るまでの幅広い分野
へとその事業領域を拡大し、さらには、投融資やプロジェクトオーガナイズをも含む複合

的な事業形態へと発展を遂げてきた。 
2002年3月期からは、収益構造と財務体質の抜本的な改革を主眼とするA&P（Attractive 
& Powerful）戦略に基づく一連の中期経営計画を実施し、事業と資産の効率化を進めた。
2004年3月期よりスタートした2ヵ年の中期経営計画｢Super A&P-2004｣では、当社が圧倒
的な強さを誇る繊維・食料等の｢生活消費関連｣分野と｢中国を中心としたアジア｣に経営資

源を重点的に投入するとともに、将来の収益の柱となる｢先端技術を含む新規事業｣の強化

にも取り組んでいる。 
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